
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の定めに基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.totetsu.co.jp/ir/meeting.html）に
掲載しております。

表紙



連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)
1．連結の範囲に関する事項

連結子会社数　　　　　　４社　　東鉄機工株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　東鉄メンテナンス工事株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　東鉄創建株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　興和化成株式会社

2．持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社数　　３社　　株式会社ジェイテック
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社全溶
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社日本線路技術

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4．会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

② たな卸資産（未成工事支出金等）
ａ　未成工事支出金　　　個別法による原価法
ｂ　未成業務支出金　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｃ　商品及び製品　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｄ　材料貯蔵品　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑶ 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 完成工事補償引当金
　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、将来の見積補償額に基づいて計上しております。
③ 賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度対応分を計上しております。
④ 工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額
を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。
⑤ 修繕引当金
　保有する線路保守用車両等の定期的な保守及び修繕の支出に備えるため、当該支出見込額のうち当連結会計年度末までに負担
すべき額を計上しております。

⑷ 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理しておりま
す。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
③ 小規模企業等における簡便法の採用
　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原
価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
　なお、工事進行基準による完成工事高は、78,366,282千円であります。
⑹ 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(連結貸借対照表に関する注記)
⑴ 未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 1,405,065千円
未成業務支出金 234,024
商品及び製品 657,014
材料貯蔵品 1,129,388

⑵ 保証債務
銀行借入金保証 77,611千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
⑴ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数 (千株)

当連結会計年度
増加株式数 (千株)

当連結会計年度
減少株式数 (千株)

当連結会計年度末
株式数 ( 千株)

発行済株式

普通株式 36,100 － － 36,100

合計 36,100 － － 36,100

自己株式

普通株式 1,071 291 － 1,363

合計 1,071 291 － 1,363
 

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加291千株は、取締役会決議による取得291千株、単元未満株式の買取による取得０千株でありま
す。
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⑵ 配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額 (円) 基準日 効力発生日

平成29年 6 月27日
定時株主総会 普通株式 945,766 27 平成29年 3 月31日 平成29年 6 月28日

平成29年11月 8 日
取締役会 普通株式 868,417 25 平成29年 9 月30日 平成29年12月 7 日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成30年６月26日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額 (円) 基準日 効力発生日

平成30年 6 月26日
定時株主総会 普通株式 1,146,309 33 平成30年 3 月31日 平成30年 6 月27日

(金融商品に関する注記)
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　受取手形・完成工事未収入金等の営業債権に係る顧客の信用リスクに関しては、取引事前審査、定期的な与信状況報告、取引
先ごとの期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を図っております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、四半
期ごとに時価把握を行っております。
　支払手形・工事未払金等の営業債務及び借入金（運転資金）の流動性リスクに関しては、月次資金繰計画を作成するなどの方
法により管理を行っております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
もあります。

④ 信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち84.1％が特定の大口顧客に対するものであります。
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⑵ 金融商品の時価等に関する事項
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額（＊） 時　価（＊） 差　額

① 現金預金 15,788,110 15,788,110 －

② 受取手形・完成工事未収入金等 82,342,494 82,360,983 18,488

③ 投資有価証券

　 その他有価証券 13,000,360 13,000,360 －

④ 支払手形・工事未払金等 （32,205,607） （32,205,607） －
（＊）負債に計上されるものについては、（　）で示しております。
(注1)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
① 現金預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
② 受取手形・完成工事未収入金等

　これらの時価について、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割
り引いた現在価値によっております。

③ 投資有価証券
　これらの時価について、市場価格等によっております。

負債
④ 支払手形・工事未払金等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
(注2)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額285,693千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

(賃貸等不動産に関する注記)
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業ビル等（土地を含む。）を有しております。
⑵ 賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時　価

916,519 4,202,172

(注1)　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2)　時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

(１株当たり情報に関する注記)
⑴ １株当たり純資産額 2,218円19銭
⑵ １株当たり当期純利益 287円02銭
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個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

⑵ たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 未成工事支出金　　　　個別法による原価法
② 未成業務支出金　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
③ 商品及び製品　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
④ 材料貯蔵品　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 完成工事補償引当金
　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、将来の見積補償額に基づいて計上しております。
③ 賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度対応分を計上しております。
④ 工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。
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⑤ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ｉ）退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理してお
ります。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥ 修繕引当金
　保有する線路保守用車両等の定期的な保守及び修繕の支出に備えるため、当該支出見込額のうち当事業年度末までに負担すべ
き額を計上しております。

⑸ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比
例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
　なお、工事進行基準による完成工事高は、78,185,412千円であります。
⑹ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。
② 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(貸借対照表に関する注記)
⑴ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 15,579千円
短期金銭債務 3,969,838

⑵ 債務保証
銀行借入金保証 77,611千円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

売上高 9,732千円
仕入高 7,003,532
その他の営業取引高 46,207
営業取引以外の取引高 21,053

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株式数 (千株)

当事業年度
増加株式数 (千株)

当事業年度
減少株式数 (千株)

当事業年度末
株式数 (千株)

自己株式

普通株式 1,071 291 － 1,363

合計 1,071 291 － 1,363
 

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加291千株は、取締役会決議による取得291千株、単元未満株式の買取による取得０千株でありま
す。
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(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　　未払事業税等 77,692千円
　　完成工事補償引当金 134,327
　　工事損失引当金 36,659
　　賞与引当金 476,749
　　賞与に対する社会保険料 70,604
　　貸倒引当金繰入限度超過額 226,744
　　修繕引当金 136,363
　　その他 48,818
　繰延税金資産　小計 1,207,960
　　評価性引当額 －
　繰延税金資産　合計 1,207,960
繰延税金負債
　　退職給付信託設定損益 △30,775
　　資産除去債務に対応する除去費用 △16,605
　　その他有価証券評価差額金 △2,083,769
　繰延税金負債　合計 △2,131,150
繰延税金資産（負債）の純額 △923,189

(リースにより使用する固定資産に関する注記)
　所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計
基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
⑴ 当該事業年度の末日における取得原価相当額 550,771千円
⑵ 当該事業年度の末日における減価償却累計額相当額 523,397
⑶ 当該事業年度の末日における未経過リース料相当額 27,374
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(関連当事者との取引に関する注記)
親会社及び法人主要株主等

種類 会社等
の名称 所在地 資本金又は

出資金 (千円)
事業の
内　容

議決権等
の所有
(被所有)
割合 (％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科　目 期末残高
（千円）

法人
主要
株主

東 日 本
旅客鉄道㈱

東京都
渋谷区 200,000,000 運輸業

被所有
直接　10
間接　　0

建設工事の請負
役員の兼任

完成工事高 99,717,729 完成工事未収入金
未成工事受入金

68,096,121
5,519

軌道材料等の
購入 3,503,624 工事未払金 1,518,890

子
会
社

東 鉄
メンテナンス
工 事 ㈱

東京都
品川区 20,000 建設業 所有

直接 100
建設工事の発注

役員の兼任
役員の派遣

完成工事原価 2,537,096 工事未払金 1,333,975

(注1)　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。また、完成工事高の取引
金額には工事進行基準による完成工事高を含んでおります。

(注2)　取引条件及び取引条件の決定方針等
取引条件については、市場価格等を勘案し、価格交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)
⑴ １株当たり純資産額 2,050円23銭
⑵ １株当たり当期純利益 267円54銭
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